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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
（分担研究報告書） 

 

全国がん登録の利活用に向けた学会研究体制の整備とその試行、臨床データベースに基づく 

臨床研究の推進、及び国民への研究情報提供の在り方に関する研究 

 
研究分担者 藤 也寸志・国立病院機構九州がんセンター・院長 

研究協力者 渡邊 雅之・がん研究会有明病院・消化器外科部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ．研究目的 
1)「全国がん登録」データを利活用して、本
邦における食道がんの診療実態や治療成績を
明らかにするためのシステムを構築する。本
年度は、その第 1 段階として、従来からの
CD-R を用いて郵送にて行ってきた食道がん
全国登録システムを NCD に全面移行するこ
とを目的とした。 
2) NCD による食道がん全国登録初年度の結果
を解析し、登録の精緻性および外科治療以外
の症例登録の現状を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
1) NCD との協働で、従来から施行してきた食
道がん全国登録項目をほぼそのまま実装する
システムの構築作業を行った。 
2) 日本食道学会ホームページやメール等を
通じて会員への周知や協力要請を徹底した。 
3) 初年度（2013 年症例）の治療法別の登録
数などを従来の登録による昨年度のデータ（
2012 年症例）と比較検討した。 
（倫理面への配慮） 
全国がん登録データの利活用については、

ガイドラインを遵守する。個人情報の保護に
関しては、「疫学研究に関する倫理指針」およ
び「疫学研究に関する倫理指針とがん登録事
業の取扱いについて」を遵守し、「院内がん登
録における個人情報保護ガイドライン」、「地
域がん登録における機密保持に関するガイド
ライン」など、がん登録と個人情報に関する
ガイドライン内容に最大限の配慮を行う。 

Ｃ．研究結果             
1) 症例基本情報、診断、TNM 病期、治療法別
詳細情報（内視鏡療法、外科療法、化学療法、
放射線療法）、病理、転帰等を含む従来の食
道がん全国登録項目を、ほぼそのままの形で
実装した。NCD 上での直接入力における登録
者の負荷を軽減する目的で、NCD の手術情報
（食道がん手術は医療水準評価術式として詳
細な情報を入力する）が自動入力されるよう
に工夫した。 
2) 日本食道学会会員に周知し、2013 年症例
の後向き登録と 2019 年症例の前向き登録を
同時に開始した。また NCD 上でもアナウンス
を行った。 
3) その結果、8019 例（手術例 5158 例、非手
術例 2681 例）が登録された。5年後の予後も
7412 例（92.4％）に登録されていた。昨年の
従来法による 2012 年症例登録の結果＜総数
8003 例（手術例 4722 例、非手術例 3281 例）、
5年後予後登録 6828 例（85.3％）＞と比べる
と、手術症例は増加し、非手術例が減少した。 
4) 2019 年症例の前向き登録は、考察で述べ
る維持費用等の理由によって、途中で中断を
余儀なくされている。 
5) 以上の結果を踏まえて、本研究班サブグル
ープ１（登録体制・分析体制の在り方）にお
いて「食道がん登録の精緻性に関する現状と
将来」について、さらにサブグループ 3（臓
器がん登録利活用による研究貢献と公開体
制）において「食道がん外科治療以外の症例
登録」について報告を行った。 

研究要旨（食道がんの臨床データベースの現状と将来） 
本研究の目的は、がん臨床研究を牽引する臨床系学会・研究会が実施する“臓

器がん登録”データと「全国がん登録」データを結び付け、「全国がん登録」を
利活用し、臨床研究や推奨医療を評価・提案できる体制を整備することである。
日本食道学会では、従来から行ってきた食道がん全国登録システムをNational 
Clinical Database (NCD)に移行することを試みた。その結果、本年度に2013
年症例の後向き登録（予後情報も含む）を開始することができた。同時に2019
年症例の前向き登録も開始した。現状では、システム上の諸問題に加えて、食
道がんでは極めて重要な外科系以外の診療科の登録推進、NCD上での運営経費
等の解決しなければいけない問題が数多く存在することが明らかになった。 
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Ｄ．考察               
 各学会で行われている臓器がん登録を NCD
などに集結して「全国がん登録」とリンクさ
せ、共通のデータベース上で全国のがん診療
の実態を見える化し、研究開発や情報提供を
推進することは極めて重要な視点である。そ
の意義に賛同して、日本食道学会では、本年
度より従来からの食道がん全国登録を NCD に
完全移行したが、多くの問題点が指摘されて
いる。 
第 1 の問題点は、前向き登録症例の予後デ

ータ取得に関するものである。個人情報保護
法の厳しい制限により、「全国がん登録」の
予後情報が都道府県を通して各施設へフィー
ドバックされたとしても、それが確実に NCD
上の食道がん登録に入力されるかという問題
がある。NCD 上では、各施設へ予後入力を促
す工夫がなされているが、実際に各施設の登
録担当者によって入力されるかは不確実な点
も多く、データの悉皆性に問題が生じること
になりかねない。また、診療録（電子カルテ
等）に「全国がん登録」の予後情報を入力す
ることができないことは、診療録とがん登録
用の２つのデータベースが存在することにな
り、さらに 5 年後には削除が必要であるとい
うことは、臨床サイドから見て受け入れるこ
とは困難と考えられる。「全国がん登録」デ
ータが、直接 NCD 上の臓器がん登録に反映で
きるような法的な措置が取られれば解決され
る問題かもしれない。何らかの法改正が強く
望まれる。 
第 2 の問題点は、今年度から NCD 上での登

録に変わっても、現状は登録施設の自発的協
力によって成り立っている事業であり、各施
設の医師や担当者の負担や予算・人的資源等
を考慮すると、持続可能性に問題があると考
えられる。日本食道学会では、施設の負担を
小さくするために自施設のデータベースを
NCD にアップロードするシステムを構築し、
配信を開始したところである。 
第 3 の問題点は、食道がんは、その治療に

おいて非外科治療の比重が高いがん種である
ということである。すなわち、非外科治療症
例の NCD への登録が、本邦の食道がん治療に
関するデータの悉皆性の最大の問題となる。
初年度の登録では、非手術症例の登録数は前
年に比べて 87％に減少した。しかも、これら
の登録の大部分は、外科から登録されたもの
と考えられ、内視鏡科・消化器内科・放射線
科等からの登録推進が強く求められる。 
第 4 の問題点は、NCD 上での臓器がん登録

に関わる維持管理費・データ解析費等の年間
費用である。実装費用は賄えても、それらの
費用を持続的に支払い続けるのは、少なくと
もがん種別の学会・研究会の規模では非常な
困難が予想される。途中で脱退するべきだと

いう議論も聞かれているのが現状である。 
 
Ｅ．結論 
 日本食道学会では、本年度、全国食道がん
登録を NCD へ完全移行した。登録症例数全体
の減少はなかったが、非外科治療症例の減少
がみられた。NCD における登録事業の費用の
学会負担に関する問題も生じてきている。「全
国がん登録」の利活用を目指した NCD 上での
食道がん登録を推進するためには、学会主導
で行う登録の「そもそもの目的は何か」を明
確にすることが求められる。 

 
Ｆ．健康危険情報  
  特になし 
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2.  学会発表 

     なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
   (予定を含む) 
 
1. 特許取得    なし 

  
2. 実用新案登録  なし 

  
3. その他        なし  


